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経 済論叢(京 都 大学)第 】67巻篤5・6号,2001年5・6月

内部労働市場のモデル分析

1本 稿 の 目 的

武 内 智 彦

日米の雇用慣行 には様 々な違 いが観察で きる。例 えば 日本は アメ リカに比べ

て,(1)労 働 者 は企業特殊技能 をよ り重視 して人的資 本に投資す る,(2)長 期 雇

用が よ り普及 してい る,⑧ 転職率は低い,㈲ 若い うちか ら処遇の差 がつ くこ

とはあま りない,等 々が挙 げ られる。HashimotoandRaisian[1985],Mincer

andHiguchi[1988]の 実 証研 究が 上記の事実 につい ての因果 関係 を指摘 して

いる(企 業特殊技能 をよ り重視 した投 資が転職率 の低 さ,長 期雇用 の普及 に結

びつ いている)。

い ったい何故 このように雇用慣行が異 なって くるのか。従 来の新古典派的 な

経済モデ ルではこのこ とが説明で きず,非 合理的 ・.非均衡現 象 と見なされ るか.

あ るいは文化性 の差異で片づ けられて しまうかであ った。例 えば前述(4〕.のよ う

に,日 本の労働者 は苦 い うちか ら処遇 に差がつ くことはあ まりない。アメ,」カ

の労働者の昇進競争が入社 ま もないころか ら始 まる 「勝ち抜 き トーナ メン ト」

の様相 を示す,つ ま り早い うちからいわ ゆる 「エ リー ト組」を選抜 す.るのに対

し,日 本で は 「遅い昇進」.と形容 されるように,入 社後10年 程 度は昇進面で差

がつ くことはあ ま りない,,小 池 「1999]の 事 例研究 によるとB本 企業 において

重要 な管理職への,決 定的な選別は入社 して15年 前後 とい う比較的遅い時期 に

行われ ているこ とが多い ことがわか る。.松繁[1995]も 事 例研究 を行 った企業

につ いて入社後10年 程度 は昇進 に差がつかない ことを確認 している。 アメ リカ

において決定 的な選別が入社後3年 程度で行 われるのに比 べる と選別 の時期が
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か な り遅い ことが確認 で きる。 この こ.とにつ いて,日 本企業は家族的な,従 業.

員 の平等 を重ん じてい る,と い った文化背景的な観点か らの説明 も可能である

か もしれない。ただ,そ の説明で は文化的 にはは るかにア メリカよ り日本 に近

い はず の韓 国が 日本 よ りは るか に転 職率が高 い こ とは説明で きない(各 国 の

(内部)労 働市場の特徴 につ いてTachibanaki[1998]で 比 較が行われ ている)、,

また,日 本企業 において も,よ り上位の職への昇進について激 しい競争が起 こ

ること も説 明で きない(花 田[ユ987ユ を見れ ばその厳 しきがわか る)。 更 に付

け加 えれば,実 は,特 に大企業 において高卒者が昇進 レースか ら排 除されてい

ることが 多い。 この ことか ら も,日 本の雇用 慣行 の特徴 を 「平等主義」 として

とらえ ることには無理があ ることがわかる。

しか しゲーム理論,契 約の理論な どの応用 ミクロ経 済学 の発展 によ り,上 記

の ような雇用慣行 のみ ならず 日本の経済 システム全体 まで も合理的 なもの とし

て説 明可 能にな った。例 えば;Aoki[1988]は 日本経済の諸慣 行 について最新

の応用 ミクロ経済学の立場か らその合理性 を説明 している。そ こで は金融 シス

テムのあ り方,企 業の内部構造か ら産業 組織 まで,一 貫 したアプローチで,日

本 の経済 システムが アングロサ クソン ・タイプ とは異 なるけれ ど,合 理的な シ

ステムで あるこ とを示 している。 このアプローチをさらに進め,労 働 市場で観

察 され る差 異 の 原 因 を複 数 均衡 の存 在 に帰 す る研 究 も少 な くない(Abe

[1994],ChanandWang[1995],[1996]な ど)。

本稿では学習効果の存在 を軸 として,企 業 の人事政策,及 び労働者 の人的資

本行動は,日 米 ともに(企 業,及 び労働者の非協 力 ゲームの)ナ ッシュ均衡 と

して表せ ることを示ず6均 衡 を比較す ることによ り,日 米 において転職率 に差

があ ること,日 本の方 が賃金所得格差 は小さい ことを示す 。次第で 言及 してい

ることと重なるのを承知で ここで強調す ることにな るのだが,昇 進 を分析 した

モデ ルで 離職が生 じるの はScoonesandBernhardt[1998]の み で あ る。 しか

し彼 らの論文は昇進慣行 の差異 を検討す ることが 日的ではない(よ って次節で

言及は しない)の で,本 稿 と同 じ方向性 の研 究で離職 が生 じる ものはない。本
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稿 で離職が生 じたのは重要 な点であ り,こ れ は2種 の人的資 本を区別 して取 り

扱 った こ とが その要因で あ る。以下,順 に従来 の研 究 の考察,モ デ ルの セ ッ

ト ・ア ップ,均 衡の導 出,均 衡 の特徴付 けを行い,終 節 で課 題を述べ る。.

11内 部労働市場に関する従来の研究

内部労働市場 につ いてモデル分析 を行 った論文 は少な くない。 ここでは特 に

昇進に着 目する。何故労働者 は昇進す るのか?こ の疑問に関す る一つ の説明

はLazearandRosen[1981]に よ る 「トーナ メ ン ト仮 説」,つ.ま り労働 者 は賞

金を得 るために(多 段 階の)ト ーナメ ン トを勝 ち抜 く努力を行 うとい うもので

あ る.し か し トーナ.メン ト仮説か らは労働者の昇進す るスピー ドがU米 で異 な

ることについて.イン.プリケーシ ョンは出て こ.ない。 また,内 部労働市場 におけ

る他の特徴 について も議論す ることは出来 ない。

も.う一つの説明は昇進 を職務割 り当 ての過程 と見 なす ものであ り,こ こでは

人的資本の蓄積 が鍵 となっている、,有賀他 日996]は 人 的資本を上位職務 に適

す る もの.と ド位職 務 に適す る もの とに分 け,そ れ らの代替 性の程度 が昇進 ス

ピー ドに影響を与えるこ とを示 した。つ ま りこの二つの人的資本が技 能 として

の連続性が高いならば内部労働市場が発達 し,キ ャ リアの幅広 い時期 で昇 進の

可能性 があるのに対 し,連 続 性が低い場合労働者の人的資本投資 は片方に特化

し,下 位.職務に適 した人的資本 を蓄積す る労働 者 は生涯その ランクに とどまる

ことにな り,一 部の労働者が,そ れ も比較的早い時期 にのみ昇進 する ことにな

る。 しか し,こ のモデルで は何故 日米で上記の 「代 替性 」が異な るのか,言 い

換 える と何故 〕本において代替性が 高いのか(代 替性の高い産業 が多いのか),

この鍵 とな る部分 につ いての疑問が残 る。.そのため,日 米の労働市場 の.差異を

分析す るためにはそ もそ も経済構造 にあ る種の相違が始めか ら存 在 している こ

とを前提 とする ことになる。

人的資本蓄積 に不完.全 ・非対称情報 を組み合わせ ることに よって様 々な イン

プリケー シ.ヨンを導 いたモデルもある。Waldman[1984]やBemhardt[199与 」
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の モ デルで は外部企業が労働 者の能力 を観察で きるか どうかが昇進 の スピー ド

を決め る。 ここで,昇 進 する ことは有能で あることを外部 に伝 え る効果 を持つ。

引 き抜 き防 止のため に昇進 を遅 らせ る ことのコス トとべ ネフ.イットを比較 して

最適 な昇進.スピー ドを決めるので ある。 しか し,モ デルか ら得 られ る結論 は,

企 業特殊技 能が..般 技 能に比 べて重要 になるほど昇進が早 くな るとい うことで

あ る。 これ は,汎 用性 に乏 しい企業特殊技能 を蓄積 した労働者 な らば他企業 は

積極的 に引 き抜 きにかか る ことはないか らであ る。 しか しこの結論 は 日米 の比

較 において明 らかに現実 と逆 の もめ となってい る。外 部企 業への能力 の シグナ

ル効 果 を無 視 し,労 働 者 の能力 につ いて の企 業 のleamingを 導 入 したGib-

bonsandWaldman[1998]の 研 究か ら得 られ る結 論で は,能 力の高 い労働者

ほ ど昇進は早ま ることになる。 しか し,日 米の労働者 の能力が その昇進速度 の

違いを説明 しうるほ どに離れ てい るとは想像 しがたい。

日米比較 に焦 点をあてた もの として は以下の研 究が挙 げ られ る。

Prendergast[1992]は 企 業が労働 者の能力 につ いて私 的情報 を持 ってい ると

仮 定 し,昇 進 が企業特殊技能蓄積 のための インセ ンテ ィブ となる ことを示 し,

外 部労働市場 が非競争的であ るとい う条件の下で,日 木型 の遅 い昇進が アメ リ

カ型の早い昇進 よ りも効率的 にな りうることを示 した。企業が労働者 にその能

力を伝 える方法 は様 々な ものが考 えられ る。 しか し情雑 として の信頼性(企 業

は能力 のない労働者 に も,.発 奮 を促 すために も能力が あるよ うに伝 えるイ ンセ

ンテ ィブを持 ち うる)を 確 保す るため.には早 い段 階で の賃..ヒげか早い時期に昇

進 させ る ことの2通 りが考 えられ る。同 じ職務 に異 なる賃金 を支払 うことが出

来 ないな ら,「 早 い昇進」 によって有能で あ ることを労働 者 に悟 らせ る ことに

な る。 この とき,昇 進 した労働 者は人的資本投資 の インセ ンテ ィブを有するが,

昇 進 しなか った労働 者は有能でない ことがわか ったため にその ような.インセ ン

ァ ィプが生 じない。つ ま り,一 部 の労働者 のみ が投資 を行 うことになる。Pre-

ndergastは これ をア メ リカ型 の人的資源 管理政策 として解釈 す る。 日本型 の

政策 は逆 に,昇 進 を遅 らせ ることによ って全 ての労働者 に人的資本投資の イン

『
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セ ンチ.イブを保たせ ることにな る、,

た だ,Prendergastの モ デルか らは労働者 のmobilityに つ いて インプリケー

シ ョンが 出てこない。.これは彼 のモデルにおい て外部労働市場が分析の流れか

ら外 され てい ることに起 因す る。 もし,.彼 のモデルに競争的 な労働市場を組み

込めば,内 部労働市場 は崩壊 して しま うか もしれ ない。彼 によると日本の内部

労働市場 の特徴 は外部労働市場か らの圧力 に直面 してい ない ことか ら生 じるも

の とされ るが,逆 に,口 本の内部労働市場 のあ り方が外部市場か らの圧力を弱

い もの としているのか もしれない。また,何 故 日本 において企業特殊技能への

投資が選択 されてい るめか もモデルか らはわか らない。

以上 の論文 とは異な り,実 証分析 によ り日米 の内部労働 市場の差異の要因を

見 出そ うとした研究 にMincerandHiguchi[19881が 挙 げ られ る。彼 らは 日米

の内部労働市場の特徴の形成 に寄与 した要因 として経済成長,そ して技 術進歩.

の速度 の差をあげてい る。つま り彼 らは 日本 の急速 な経済,技 術面の進歩が上

述(1〕一㈲ の原 因であ ると考 えた、、しか し,こ の説 も,日 本 と同様 に急速に経済,

技 術 を発展 させた韓国や台湾が 日本 とは異 なる内部労働市場 を持つ ことを説明

で きない(韓 国の転職率は 円本 よ り高 い)。

い くつか の論文 を検討 して きたが,第1節 で も述べた通 り,上 記のモデル分

析 の論文全 てが均衡 において 【.urn。verが生 じない ことにな っている。 しか し,

内 部労働 市場 を論 じる際 に避 け て通 れ ない問題 で あ るだ けに,均 衡 でturn・

overを 発 生させ,.そ の意味 について吟味す ることは非常 に重 要である。

IIIモ デ ル の セ.ッ ト ・ア ッ プ

.1労 働者及び企業

労働者 は3期 間(第0期,第1期,第2期)企 業 に労働を(非 弾力的に)供

給す る。労働者 の効用 関数 を以 ドの ように定 める。 ここで 隅 は'期 の賃 金で

ある。

ひ=E(既 十 四 十晩)
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労 働 者 は上位 職務へ の適性 が 「あ.る」「ない」 の2タ イプに分かれ る。 これ

はいわゆ る 「能力」 と言い換えて も差 し支 えない。ただ し,こ の適性 は第0期

の終わ りになって よ うや く労働者,企 業の双 方に(働 きぶ りの観察 を通 じて)

認 知 され る。つ ま り,入 職時点では労働 者の適性 を判 別す るこ とは企業,労 働

者 自身 にも不可能 とす る。労働者が ヒ位職務への適性 がある確率 は0.5だ と仮

定す る。外部 企業 は職務割 り当てを観察す ることを通 じて労働 者の能力 を推測

す る。つ ま り,ヒ 位職務 に就 いてる労働 者は能力が高い と推測で きる。

労働者 は第O期 に人的資本 への投 資を行 う。 こ こで,「 一競技能」へ の投資

か 「企業特殊 技能」への投 資か,選 択 を迫 られ る。 ここで は,投 資費用の問題

は無視す る(あ るいは,ど ち らの投 資 に も同 じだ けの費用cを 要 し,か つ 『

の費用 は労使双方が折半す る と仮定すれば,や は り投資費用 の問翠 は最大化問

.題 を解 くうちに相殺 され るために.結果的 に無視す ることが可能 となる)。

企業 は上位 職務(jobD).と ト'位職務(jobEか らな る。企業 の目的 は期待

利潤の最大化であ る。つ ま り,'期 の利潤 を 乃 として

y=E(πD+π 、+72)

の最 大化 を行 う。その手段(戦 略)と して,企 業 はエ リー ト選抜型の 「早い昇

進」(第1期 の始めに昇進 させ る).か,そ の逆の 「遅い昇進 」(第2期 の始めに

昇 進させる)の いずれか を用い る。

賃金の決定方式 を定め る。労働者fの 賃金 勘 は雇用先での生産性 を 弥 外

部企業へ転職 した ときの生産性 をz∫ として.

盟・二 者(〃 ・一・・)+・ ・

;去(9汁 ・・)

と仮定する。つまり,レ ソ トをシェアする形で賃金を決定する。

なお,.労働者 と企業 との契約は ユ期ずつのものと仮定する。雇用開始時点で.

3期 間を通 じての完全な契約を書 くことは取引費用が膨大なものになり得るた
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明確 に契約 を作成 してその効力を保 証す るための費用,凶 訴訟問題 にな った と

き対処 するための費用,な どが.考え られ る(HartandHolmstrom「1986])。.
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2生 産 性

労働者の生産性を決めるのは,(Dど の職務に当てられているか,〔2)ど ちら.

の人的資本に投資 したか,(3〕..ヒ位職務への適性はあるか.の3点 である。㈲

について,こ こでは上位職務への適性のない労働者を誤 って上位職務に当てた

場合,企 業の生産への悪影響は甚だ しく大きいと仮定する。よって適性に関す

る情報が入手されていない時点(第O期)で は,企 業は労働者を下位職務に当

てるのが最適 となる。

次に労働者の生産性を定める。これは,以 下の等式で定められるとする。

〃=駒十臨

ここで ∫は当てられた職務(EorDを,北 は,も し労働者の能力が高い

(上位職務への適性がある)な ら1を,そ うでないなら2で あるとする。労働

者の生産性を職務割 り当てによって決まる部分 〃と人的資本の蓄積によって

決まる部分 ぬに区分 している.恥 は能力の高低に左右されない,つ ま り下位

職務の生産性に対 し能力の高低は人的資本蓄積の部分 ゐを通 じてのみ影響を

及ぼすと想定する。第0期 の労働者は人的資本を蓄積 していないため,一 定の.

生産性9Eを 発揮することになる。それ以降の時点では労働者は人的資本の蓄

積による生産性の上昇をも備えることになる。

労働者が転職 した場合,生 産性が変化するロ」.能性を考慮 しなければならない。

ここでは びについてはすべての企業で等 しいと仮定す る。また,一 般技能に

投資した際も,人 的資本の蓄積による生産性の上昇はすべての企業で等 しく発

揮されると仮定する。企業特殊技能に投資 した場合は,転 職先で も等 しい生産
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性 を保 ち続 ける とは想定で きない。 こζで は転職先で は μ々 .にまで 減耗す る と

仮定す る(0<μ<1〕 。 この部分が転職によ る生産性 の変化で ある。

3学 習効果の導入

以上のセ ッ ト・アップで検 討 した場合,明 らか に企 業は早い昇進 を 意 に選

択す る。.しか し,明 らか に これは現実.に観察 され る昇進政策(の 多様 さ)に 反

してい る。実際の経 済には 「遅 い昇進」 を最適政策 にす る可能性 を持 たせ る要

素が存 在 してい るので あろ う。本稿 では学習効 果(learning-by-doing),特 に

「草の根 の経験 」.(小池[1997]第3章)と 「上位職務 の学 習」 をモデ ルに組

み遷む。前 者 について補足す る と,小 池編[1991]に あ るよ うに,日 本 のホ ワ

.イ トカラー労働 者はは じめか らエ リー トと して育て られ るよ りもむ しろ,は じ

め は下位 の仕事 を こな し,そ の経験 を上位 職務で も活 かす よ うにキ ャリアを組

む ことが多 い。 これはつま り,「 草 の根 の経験」の生産性 上昇効 果を企業が積

極 的 に評価 して い るこ との証拠で あ る.も ちろん,企 業 内で スター としてエ

リー ト教育 を受 ける ことのメ リッ トも無視 で きない。 この二つ の効果 を比較 し

なが ら,企 業 は昇進政叢 を決定す る。なお,学 習効果 は費用0で 蓄積 され,ま

た完全 に企 業特殊 的な もので ある と仮定す る(Killingsworth[1982])。 学 習効

果 は第2期 に上位 職務 で発揮 され,そ の大 きさは 「遅い昇進(草g根 の経験 重.

視)」 の場 合 砺,「 早い昇進」 の場合 β勘とす る。 ここで添え字をつけてあるの

は どの人的資本 に投資 したかが学習効果 に与 える影響 を考慮す るためである。

IVモ デ ル 分 析

以下では上述 のセ ット・ア ップの下,均 衡の導出.を行 うみ この経 済は労働者

の戦略 を 「...一般 技 能への投資,企 業特殊技 能への投 資」,企 業の戦略 を 「早 い

昇進,遅 い昇進」 とす るゲームと して描写で きる。均 衡において 「一般技能へ

・の投 資,.早 い昇進」 と 「企業特殊技能への投 資,遅 い昇進」 の戦略 の組み合わ

せが選択 され うることを確認 す る(こ こで は純 戦略で のナ ッシュ均衡 を考 え
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る.)。な お,第0期 の生産,賃 金がすべ ての ケースで ともに 吻 にな り,議 論

に.影響 を与 えないため,第0期 は以下 の利得の計 算か ら除外 してある。

1利 得の計算

企業 の昇進 政策が 初(=eor1,前 者 が早 い昇進 を,後 者が遅 い昇進を表す)

で 労働者の 人的資本投 資が 紙=gorf,順 に一般技 能への投資,企 業特殊技能

へ の投資 を表す),労 働者 の能力がBS(5=HorL,前 者 な ら上位職 務へ の適性

が あ り後者 な らない)で あ ると きの労働 者の第1期 と第2期 の所得 の和 を 曜

(B,,亀 卿)と 書 く。 この とき

臨 プ・の一(蝪(・+・)・1)・ ・+象

で ある。 ここで労働者の生産性 の一部が レソ トとして(企 業 に)流 出 してい る

こ とに注意 されたいQ同 様 にして

・叩(・…2)一(・ ・+・1)・ ・+舎

. 鴫 ∫・の一轍 去(・+・)砺)・2

H!(BL,g;の=(〃 五十擁2)x2

とな る。.企業が遅 い昇進 を採用 してい る場合,第1期 の職務割 り当てが全 員.ド

位 職務 であるこ とに留意す ると

陥f・ の　 ・毒(・+画+・ ・+壱(・+・)・1+去・・.

陥 ・・の一勲+…+者 ・・

鵬 ∫・酒 場(・+砺 ・・.

躍(〇五,9;の=(蜜 石十ぬ2)x2

次 に企業 の第1期 と第2期 の利潤 の和 π(B,,耽 幻 を計算 す る。企業 の利

潤峠 レソ トか ら生 じる もので ある。
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鵬 ・・カー者((1+・)砺)・ ・+鼻

π(・… ρ 一歩

π(色 ・・ρ一1((・+・)㊨ ・2

.17(θL,8;9)=d

π(・・'・ガ ー(・+幽+去 ・・

π(θ・1・8)一 躯

∬(9L,';ノ)「(1十 μ)勘2

丑(BL,';9>;0

1:549)】11

2均 衡

第O期 に労働者の能力はどの当事者にもわからない。よって,各 当事者は意

.思決定に期待値を用いることになる。労働者の期待利得は

σ(姻 一巻(欧 婦 ・祝)†職 …))

企業の期待利潤は

・(卿)一 考(π(伽 痴)子 照,顔)　
、

となる。各 ケー スの計算結 果は省略す る。

単純 な引 き算か ら,以 下 の結果 を得 るこ とがで きる。

命 題1,α ∫〉βメかつag>a.,そ して,

麦 〔・・一縣)・(・一 ・)(励 ・)

麦(βバ ん)・(・ 一々)(ル1+・).

層
魂
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な らば,「 労働者 の最適戦略=企 業特殊 的技能へ の投資」 「企業の最 適戦 略=

遅 い昇進」が ナ ッシュ均衡 となる。

また,本 稿で特に強調 したい命題 として,以 下 のものが得 られ る。

命 題2.a,〉 βノ.かつ β。>as,そ して,

者(・ ・一 ・・)・ ・1一 ・)(・・梶 〉 一 吉(&一,G-)

であれば,「一般技能への投資,早 い昇進」 と 「企業特殊技能への投資,遅

い昇進」の双方が,こ の経済の(複 数)ナ ッシュ均衡 となる。

上記二つの命題共に αや βの大小以外にも条件が付いていることに留意さ

れたい。つま り,学 習効果の大きさのみならず企業 とシェアされる人的資本に

対するレソトの部分の大きさが均衡の選択に大きな影響を及ぼしているのであ

る。どちらか一方の レソトの取 り分が小さす ぎると,つ ま りμが0や1に 近

いと,均 衡は一意に定まる方向に動いて しまうために,お 互いにある程度の取

り分があることが均衡の複数性をもたらすために必要となる。

. V議 論

以下では,命 題2で 得 られた二つの均衡についてその特徴を探る。便宜的に

この「つの均衡をア.メリカ型均衡(早 い昇進 と一般技能への投資),日 本型均

衡(遅 い昇進と企業特殊技能への投資)と 呼ぶことにする。

企業特殊技能に労働者が投資 した場合,転 職する労働者が存在 しないのは明

らかである(μ が1未 満であることより,転 職先で賃金の下降が免れない)。

一般技能に投資した場合はどうか?ま ず,昇 進する,能 力の高い労働者に転

職する誘因はない。これは学習効果が企業特殊的であることから導かれる。能

力の低い,昇 進す る見込みのない労働者はどの企業に移ろうが一定の生産性.

耽+妬 を.発揮することになる。従って金銭的な面では他の企業に移ることも
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今 の 企業に とどまる ことも無差別 となる。 この労働 者は第1期 初 め,第2期 初

めに転 職をする(.そ れ も一 回 とは限 らない)可 能性 があ る。一部 の労働者が転

職を頻 繁に行 うことは現実 の米経済の様 相 と一致す る.日 本はよ り長期雇用が

普及 し,転 職率 の低 い経済 となるD

次 に,生 涯賃金所得格差 について考える。 このモデルで は高所得 を得 る確 率

も低所得 になる確率 も等 しく0.5で あ るので,各 均衡 における最高所得者の生

涯所得か ら最低所得者のそれを引いた格差(言 い換 えれば,能 力の高い労働者

と低い労働者の生涯箕金の格 差である)の 大小が分散で測 った所得の不 平等性

の大小 に一致す る。 アメ リカ型 の均衡で は,生 涯賃金所得 の格差 は

駄 …)一 聯 ・…)一 合(砲一翫)・幽 一研 鼻

であ り,日 本型では

羅(θ坊 〃)一 躍町 ・り編 一〃・+(1+μ)(海 ・一馬)+診.

上の式から下の式を引 くと

(〃・一 ・・〉・(1一 ・)(砺一 編)・ ム(・・一&).

本稿で は右辺第3項 の正 負につ いては何 も仮定 してし.・ない。 しか し,第1項

の差が十分大 きければ,ア メ リカ型均衡 の方が生涯賃金所得 の格差が 大 きくな

るこ とにな る。 この格 差 は昇 進の タイ ミング,レ ソ トの帰 着が大 きな要因 と

な っている。

IV結 び

本稿では学習効果の存在を軸 として,企 業の人事政策,及 び労働者の人的資

本行動は,日 米ともに.(企業,及 び労働者の非協力ゲリムの)ナ ッシュ均衡と

して表せることを示 した。均衡を比較することにより,日 米において転職率に

差があること,賃 金所得格差.とい う経済のマクロ面にまで踏み込んだ点におい

ても..日本の方が賃金所得格差は小さいことを示すことができた。転職率,長

里

凋



.躯 114(552).第167巻 第5.6号

期雇用 の普 及とい った ミクロ面か ら,賃 金所得格差 とい うマクロ面 に至 るまで

結果を得 た ことが この論文の新 しい点であ る。

残された課題 をい くつか述べ る。まず,こ のモデルで はイ ンセ ンテ ィブの問

題は無視されている と言 ってもよい。 もち ろん,Prendergast[1992]の よ うに,

.「イ ンセ ンテ ィブ=人 的資本 を蓄積す るインセ ンテ ィブ」 ととらえること もロf

能 ではある。 しか し,そ れだ けで はインセ ンテ ィブの問題 を十分 に取 り扱 って

るとは言い難iい。よ り中身の豊か なモ デルを構築す るために も十分 な取 り組み

が必要 となろ う。同様 に無視 され た問題 は人的資本投資 コス トの帰着 について

であ る。本稿での仮定 のようにどの人的資本 に投資 しよ うと費用 が等 しい こと

は考え に くい。費用 の差 が当事者 の行動 に変化 をもた らす可 能性 は十分 にある。

(この点で,本 稿 で は一般技能 に投 資 した場合で も企業 と労働者 で費用の折 半

を仮定 した。伝 統的な人的資本 モデルで は労働 者 は 搬 技 能へ投資 を行 った場

合 その費用はすべて労働 者が負担 していることか らす ると,こ の ような ことは

あ り得 ない。 しか し,AcemogluandPis(:hke[1999]で は労働者 の一般技能へ

の投資費用 を企業が負担 する可能性が あることが示 されてい る。 ここで も,レ

ソ ト・シェア リングが鍵 となっている)。
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